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成
が
幕
を
閉
じ
た
。
こ
の
30

年
間
の
日
本
経
済
を
振
り
返

り
、
低
迷
し
た
時
代
だ
っ
た

と
い
わ
れ
る
こ
と
が
多
い
。
し
か
し
、

意
外
か
も
し
れ
な
い
が
、
統
計
か
ら
見

た
平
成
の
日
本
は
「
失
わ
れ
た
30
年
」

で
は
決
し
て
な
か
っ
た
。

　
例
え
ば
、
過
去
30
年
間
の
実
質
Ｇ
Ｄ

Ｐ
（
国
内
総
生
産
）
成
長
率
は
Ｇ
７

（
主
要
７
カ
国
）
の
中
で
２
番
目
に
低

い
が
、
こ
れ
は
週
休
２
日
制
の
導
入
や

非
正
規
雇
用
の
拡
大
な
ど
で
労
働
時
間

が
減
少
し
た
た
め
で
あ
る
。
就
業
者
１

人
１
時
間
当
た
り
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
、
つ

ま
り
労
働
生
産
性
は
同
期
間
で
年
率
１

・
６
％
と
、
米
国
や
ド
イ
ツ
並
み
に
上

昇
し
た
。
直
近
10
年
間
で
は
同
０
・
８

％
だ
が
、
日
本
を
除
く
Ｇ
７
の
平
均
を

上
回
る
。
す
な
わ
ち
、
平
成
の
日
本
は

主
要
先
進
国
の
中
で
も
高
い
労
働
生
産

性
上
昇
率
を
実
現
し
た
。

　
家
計
消
費
額
に
見
る
生
活
水
準
も
着

実
に
向
上
し
た
。
２
０
１
８
年
10
〜
12

月
期
の
１
人
当
た
り
実
質
家
計
消
費
額

は
、
資
産
バ
ブ
ル
の
絶
頂
期
だ
っ
た
１

９
８
９
年
10
〜
12
月
期
の
そ
れ
を
３
割

上
回
る
。「
バ
ブ
ル
期
」
と
聞
く
と
、
世

の
中
全
体
が
楽
観
ム
ー
ド
に
包
ま
れ
、

高
級
品
が
飛
ぶ
よ
う
に
売
れ
た
と
い
う

イ
メ
ー
ジ
が
強
い
が
、
現
在
の
私
た
ち

は
バ
ブ
ル
期
よ
り
も
豊
か
な
生
活
を
平

均
的
に
は
送
っ
て
い
る
。

　
半
面
、
経
済
財
政
の
持
続
性
で
は
深

刻
さ
を
増
し
て
い
る
。
そ
の
最
た
る
要

因
は
社
会
保
障
費
の
一
部
が
赤
字
国
債

で
賄
わ
れ
て
い
る
こ
と
に
あ
り
、
政
府

債
務
は
対
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
上
昇
し
続

け
て
い
る
。

　
道
路
や
橋
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
は

将
来
世
代
も
便
益
を
受
け
ら
れ
る
が
、

社
会
保
障
は
現
在
世
代
に
限
ら
れ
る
。

そ
の
対
価
と
し
て
現
在
世
代
が
負
担
す

べ
き
費
用
が
、
将
来
へ
先
送
り
さ
れ
て

い
る
。
他
方
、
デ
フ
レ
下
で
日
本
銀
行

が
実
施
し
た
累
次
の
金
融
緩
和
は
国
債

の
発
行
を
容
易
に
し
、
利
払
い
費
の
増

加
を
抑
え
て
い
る
。
こ
う
し
た
状
況
を

家
計
に
当
て
は
め
る
と
、
低
金
利
の
ク

レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
リ
ボ
ル
ビ
ン
グ
払

い
で
、
借
金
を
増
や
し
な
が
ら
生
活
を

維
持
し
て
い
る
よ
う
な
も
の
だ
。

　
イ
ン
フ
レ
が
定
着
し
、
金
利
が
正
常

化
す
れ
ば
、
負
担
先
送
り
の
財
政
構
造

は
い
ず
れ
維
持
で
き
な
く
な
る
。
令
和

の
日
本
が
「
失
わ
れ
た
時
代
」
と
な
ら

な
い
よ
う
、
社
会
保
障
給
付
の
重
点
化

や
、
年
齢
で
は
な
く
負
担
能
力
に
応
じ

た
負
担
の
徹
底
な
ど
を
進
め
る
べ
き
だ
。
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内閣府「国民経済計算」を基に就業者1人1時間当たりの実質GDP成長率を算出。
2018年の総労働時間は筆者推計による

1989～2018年の労働生産性上昇率（年率）
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